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貸 借 対 照 表 

（平成２３年３月３１日現在） 

（単位：千円） 

科 目 金 額 科 目 金 額 

（資産の部） （負債の部） 

流動資産 １，１７６，１４１ 流動負債 １，０８３，６０４ 

現金及び預金 １８２，４６１ 買掛金 ７６２，２２９ 

商品 １０３，０２３ リース債務 １，１５８ 

未収金 ７，０１４ 未払費用 ４，２０６ 

短期貸付金 ８４５，７５１ 未払法人税等 ３３，２１７ 

前払費用 １１，６６１ 未払消費税等 １４，６８９ 

繰延税金資産 ２５，６３０ 未払金 ２３１，３８２ 

その他 ５９９ 預り金 ７，１２４ 

前受収益 ６８ 

賞与引当金 ２９，５２６ 

固定資産 ９０４，３７７ 

有形固定資産 ６２６，９３５ 固定負債 ５６，４０５ 

建物 ２５６，４０１ 長期預り金 ９，２３２ 

建物付属設備 １６５，６３６ 退職給付引当金 １４，５９６ 

構築物 ２６，５５７ 役員退職慰労引当金 ２２，３４２ 

車両運搬具 ４，６２８ 資産除去債務 １０，２３２ 

工具器具備品 ２２，１８２ 

土地 １５０，４８７ 

リース資産 １，０４１ 負債合計 １，１４０，００９ 

無形固定資産 ２，７８５ （純資産の部） 

電話加入権 １，００８ 株主資本 ９４０，５０９ 

ソフトウェア １，７７６ 資本金 ７５，０００ 

資本剰余金 ７５，０００ 

投資その他の資産 ２７４，６５６ 資本準備金 ７５，０００ 

長期前払費用 １，７６９ 利益剰余金 ７９０，５０９ 

差入敷金保証金 ２５５，１７４ その他利益剰余金 ７９０，５０９ 

繰延税金資産 １７，６０８ 繰越利益剰余金 ７９０，５０９ 

その他投資等 １０４ 純資産合計 ９４０，５０９ 

資産合計 ２，０８０，５１８ 負債・純資産合計 ２，０８０，５１８ 

（注）記載金額は、千円未満切り捨てて表示しております。
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個 別 注 記 表 

（自 平成２２年４月１日 至 平成２３年３月３１日） 

Ⅰ 重要な会計方針に係る事項に関する注記 

１．資産の評価基準及び評価方法 

（１）棚卸資産の評価基準および評価方法 

①商 品 最終仕入原価法による原価法 

②貯蔵品 最終仕入原価法による原価法 

２．固定資産の減価償却の方法 

（１）有形固定資産（リース資産を除く） 

・平成１９年４月１日以降取得資産 

法人税法に定める定額法を採用しております。 

・平成１９年３月３１日以前取得資産 

法人税法に定める旧定額法を採用しております。 

（２）無形固定資産（リース資産を除く） 

法人税法に定める定額法を採用しております。 

なお自社利用のソフトウエアーについては、社内における利用可能期間（５年）に基づ 

く定額法によっております。 

（３）リース資産 

・所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。 

３．引当金の計上基準 

（１）賞与引当金 

従業員賞与の支給に充てるため、翌期支給見込額の当期負担額を計上しております。 

（２）退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務に基づき、計上し 

ております。 

（３）役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく期末要支給額を計上しております。 

４．その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項 

（１）リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース 

取引のうち、リース取引開始日が企業会計基準第１３号「リース取引に関する会計基準」 

の適用年度開始前のリース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計 

処理によっております。 

（２）消費税等の処理方法 

消費税等の会計処理は、税抜方式を採用しております。 

（３）連結納税制度の適用 

連結納税制度を適用しております。
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５．重要な会計方針の変更 

当事業年度より、 「資産除去債務に関する会計基準」 （企業会計基準第１８号 平成２０ 

年３月３１日）及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」 （企業会計基準適用指 

針第２１号 平成２０年３月３１日）を適用しております。この変更に伴い、営業利益及 

び経常利益は７８５千円減少し、税引前当期純利益は５，３０７千円減少しております。 

Ⅱ 貸借対照表に関する注記 

１．有形固定資産の減価償却累計額 ２８４，６８３千円 

２．関係会社に対する金銭債権及び金銭債務 

短期金銭債権 ４１千円 

短期金銭債務 ８，０６１千円 

Ⅲ 税効果会計に関する注記 

繰延税金資産の発生の主な原因は、賞与引当金、退職給付引当金、未払事業税等の否認であ 

ります。 

Ⅳ １株当たりの情報に関する注記 

１．１株当たり純資産額 ６２７，００６円３６銭 

２．１株当たり当期純利益 １６９，９５６円８６銭 

Ⅴ 当期純損益金額 ２５４，９３５千円 

Ⅵ その他の注記 

貸借対照表及び個別注記表に記載されている金額は、千円未満を切り捨て表示しておりま 

す。


